
平
成
二
十
七
年
九
月
十
八
日
受
領

答

弁

第

四

一

六

号

内
閣
衆
質
一
八
九
第
四
一
六
号

平
成
二
十
七
年
九
月
十
八
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

大

島

理

森

殿

衆
議
院
議
員
原
口
一
博
君
提
出
原
発
再
稼
働
を
巡
る
責
任
の
所
在
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
原
口
一
博
君
提
出
原
発
再
稼
働
を
巡
る
責
任
の
所
在
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

原
子
力
損
害
賠
償
制
度
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
「
原
子
力
損
害
賠
償
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
副
大
臣
等
会
議
」
に
お

い
て
検
討
を
行
っ
た
が
、
同
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
課
題
に
つ
い
て
は
、
専
門
的
か
つ
総
合
的
な
観
点
か
ら
検
討
を
行
う

必
要
が
あ
る
こ
と
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
制
定
時
等
に
は
原
子
力

委
員
会
に
お
い
て
検
討
を
行
っ
て
き
た
こ
と
等
の
理
由
か
ら
、
同
委
員
会
で
検
討
を
行
う
こ
と
と
し
た
。
同
委
員
会
に
お
い

て
は
、
原
子
力
損
害
賠
償
制
度
専
門
部
会
を
開
催
し
、
国
及
び
原
子
力
事
業
者
の
責
任
を
含
む
原
子
力
損
害
賠
償
に
係
る
制

度
の
在
り
方
、
被
害
者
救
済
手
続
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
審
議
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
検
討
期
限
に
つ
い
て
は
、

様
々
な
課
題
に
つ
い
て
慎
重
に
検
討
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
現
時
点
で
結
論
を
出
す
時
期
に
つ
い
て
お
答
え
す
る

こ
と
は
で
き
な
い
。

二
及
び
三
に
つ
い
て

原
子
力
事
業
者
が
原
子
力
発
電
所
を
再
稼
働
さ
せ
る
か
否
か
判
断
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
安
全
性
の
確
保
に
つ
い
て
、
原

子
力
規
制
委
員
会
に
よ
り
、
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百

一



六
十
六
号
）
及
び
同
法
の
規
定
に
基
づ
く
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
等
に
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
を

要
す
る
一
方
で
、
法
令
上
、
そ
れ
以
外
に
政
府
の
判
断
又
は
意
思
決
定
は
要
件
と
さ
れ
て
い
る
も
の
で
は
な
い
。

ま
た
、
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
（
平
成
二
十
六
年
四
月
十
一
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
、
「
い
か
な
る
事
情
よ
り
も

安
全
性
を
全
て
に
優
先
さ
せ
、
国
民
の
懸
念
の
解
消
に
全
力
を
挙
げ
る
前
提
の
下
、
原
子
力
発
電
所
の
安
全
性
に
つ
い
て
は
、

原
子
力
規
制
委
員
会
の
専
門
的
な
判
断
に
委
ね
、
原
子
力
規
制
委
員
会
に
よ
り
世
界
で
最
も
厳
し
い
水
準
の
規
制
基
準
に
適

合
す
る
と
認
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
判
断
を
尊
重
し
原
子
力
発
電
所
の
再
稼
働
を
進
め
る
」
こ
と
と
し
て
お
り
、
こ
れ

は
、
政
府
の
一
貫
し
た
方
針
で
あ
る
。

同
時
に
、
万
が
一
事
故
が
起
き
た
場
合
で
も
、
原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
五
十
六
号
）
に

お
い
て
、
国
は
緊
急
事
態
応
急
対
策
等
の
実
施
の
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
あ
わ
せ
て
、
原
子

力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
に
お
い
て
、
原
子
力
事
業
者
が
損
害
を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず
べ
き
額
が
賠
償
措
置
額
を
超

え
た
と
き
は
、
政
府
は
必
要
な
援
助
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
枠
組
み
と
し
て
、
原
子
力
損
害
賠
償
・
廃
炉
等
支

援
機
構
を
通
じ
て
原
子
力
事
業
者
に
対
し
資
金
交
付
等
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
な
ど
、
政
府
と
し
て
、
関
係
法
令
に
基

づ
き
、
責
任
を
も
っ
て
対
処
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

二



し
た
が
っ
て
、
政
府
の
役
割
は
明
確
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

三


